
山梨県住宅供給公社債務処理対策補助金交付要綱 
 
 
（通則） 
第１条 山梨県住宅供給公社債務処理対策補助金（以下「補助金」という。）の

 交付については、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号）

 に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 
 
（目的） 
第２条 この補助金は、山梨県住宅供給公社（以下「公社」という。）が行った

分譲事業及び賃貸管理事業（以下「対象事業」という。）に係る借入金の計画

的な返済に要する経費の一部を補助することにより、解散に向けた債務処理を

推進することを目的とする。 
 
（補助対象経費及び補助金の額） 
第３条 補助金の対象となる経費は、対象事業に係る借入金の返済に要する経費

とする。 
２ 補助金の額は、定額とする。 
 
（補助金の交付申請） 
第４条 公社は、補助金の交付を受けようとするときは、別紙様式第１号により

 別に定める日までに、補助金交付申請書を知事に提出しなければならない。 
 
（補助金の交付決定） 
第５条 知事は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、そ

 の内容を審査のうえ、適当と認めるときは補助金の交付決定を行い、別紙様式

 第２号により補助金交付決定通知書を公社に通知するものとする。 
 
（借入金の返済に要する経費の変更） 
第６条 公社は、借入金の返済に要する経費を変更しようとするときは、あらか

じめ別紙様式第３号により変更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けな

ければならない。 
 
 



（補助金の受入の中止又は廃止） 
第７条 公社は、補助金の交付決定後において補助金の受入を中止又は廃止しよ 
 うとするときは、別紙様式第４号により中止（廃止）の変更承認申請書を知事

 に提出し、その承認を受けなければならない。  
 
（実績報告書） 
第８条 公社は、補助金の交付対象である会計年度が終了したとき又は第７条の

規定による廃止の承認を受けたときは、その日から起算して３０日を経過した

日又は補助金の交付を決定した年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日ま

でに、別紙様式第５号により補助金実績報告書を知事に提出しなければならな

い。 
 
（補助金の額の確定） 
第９条 知事は、前条の報告を受けたときは、報告書等の書類の審査及び必要に

 応じて現地調査等を行い、その報告に係る借入金の返済が補助金の交付決定の

 内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額

 を確定し、別紙様式第６号により公社に通知する。 
 
（補助金の支払い） 
第１０条 知事は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後、補助

 金を支払うものとする。ただし、補助金の交付決定後に必要があると認めると

 きは、概算払いをすることができる。 
２ 公社は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、別紙様式第７

 号により補助金概算払請求書を知事に提出しなければならない。 
 
（補助金の交付決定の取消し及び返還） 
第１１条 知事は、公社が次の各号の一に該当すると認めるときは、補助金の交

付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しく

は一部の返還を命ずることができる。 
 （１）この要綱の規定に違反したとき。 
（２）第４条に定める補助金交付申請書、第６条に定める変更承認申請書又は第

８条に定める補助金実績報告書に虚偽の記載をしたとき。 
 



（補助金の経理等） 
第１２条 公社は、補助金に係る経理について収支の事実を明確にした証拠書類

 を整理し、かつ、これらの書類を最終の補助金の交付を受けた日の属する会計

 年度の終了後５年間保存しなければならない。 
 
（その他） 
第１３条 この要綱に定めるもののほか必要な事項については、知事が別に定め

 るものとする。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成１７年６月１日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成１９年１１月１４日から施行する。 
   附 則 
 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 


